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第２章 滋賀県労働委員会の活動状況 
第１節 会 議 等 

 
１ 概  要 

労働委員会の業務は、委員会の持つ合議制の原則から、全て会議によって運営されている。 
会議には、総会と公益委員会議、その他必要に応じて開催する調停委員会、仲裁委員会、小委員会等

がある。 
総会は、委員全員をもって構成され、公益委員会議で行うものを除いた全ての問題を審議し、委員会

の活動方針や仕事の進め方を決定するもので、委員会運営の中枢的役割を果たしている。総会は労働委
員会規則では毎月１回以上開かれることになっているが、当委員会では定例会を原則として毎月第２、
第４金曜日の２回開催している。 

公益委員会議は公益委員のみで行われる会議であり、不当労働行為事件の認定審査および命令の決定、
労働組合の資格審査、その他地方公営企業等における非組合員の範囲の認定・告示等を扱っている。こ
の会議は必要に応じて開かれることになっている。 

また、この他に専門知識の研鑽を図るために開催される研究会や他の都道府県労働委員会への調査、
各労働委員会相互の連絡調整のために開催される全国、ブロック別の会議、および研修等があり、さら
に、毎年10月の「個別労働紛争処理制度」に係る周知月間に合わせた労働相談会に加え、平成25年度か
らは原則として毎月第４金曜日に月例労働相談を開催している。 

令和５年中における会議等の開催状況は以下のとおりである。 
 
２ 総  会 

開催回数 期 日 付議事項および報告事項 
第1806回 

 
 
 
 
 

 

令和5. 1.13 
 

１ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和４年（調）第２号 
（２）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）ウェブ会議による審問等に係る労委規則の中労委における改正状況

について 
（２）令和５年度総会および研究会等開催予定（案）について 
（３）その他 

1807 
 
 
 
 
 

 

5. 1.27 
 

１ 報告事項 
（１）労働組合資格審査について（委員推薦） 
  ア 令和５年（資）第１号 
  イ 令和５年（資）第２号 
  ウ 令和５年（資）第３号 
（２）あっせんについて 
  ア 令和４年（調）第２号 
（３）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）労働相談取扱状況について 
（２）労働組合基礎調査報告について 
（３）その他 
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1808 5. 2.10 １ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和４年（調）第２号 
（２）争議の実情調査について 
３ その他 
（１）近畿ブロック労働委員会公益委員連絡会議の概要報告について 
（２）月例労働相談（１月分）に係る概要報告について 
（３）令和５年度月例労働相談実施要領（案）について 
（４）その他 

   
1809 

 
5. 2.24 

 
１ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和４年（調）第２号 
（２）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）令和３年毎月勤労統計調査結果報告について 
（２）労働委員会におけるＩＴの利用に関する調査結果のポイントの報告

について 
（３）その他 

1810 4. 3.10 １ 協議事項 
（1）ウェブ会議システムを用いた労働争議の調整等に関する 

申合せ（案）について 
２ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和４年（調）第２号 
  イ 令和５年（調）第１号 
（２）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）月例労働相談（２月分）に係る概要報告について 
（２）滋賀県労働委員会個人情報保護に関する規定の改廃について 
（３）その他 

1811 
 

5. 3.24 １ 報告事項 
（１）滋賀県労働委員会個人情報保護に関する規定の改廃ついて 
（２）あっせんについて 
  ア 令和５年（調）第１号 
（３）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）労働委員会活性化の取組状況について 
（２）その他 

1812 
 

5. 4. 3 １ 付議事項 
（１）会長の選挙について 
  ア 第47期の委員改選に伴い任命された委員の紹介 
  イ 労働委員会会長について 
  ウ 労働委員会会長代理について 
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1813 
 
 
 

5. 4. 3 １ 付議事項 
（１）あっせん員候補者名簿の作成及び公示ついて 
（２）労使各側の世話役（幹事）の選出について 
（３）総会議事録の承認方法について 
（４）研修・啓発小委員会の委員の選出について 
２ その他 
（１）令和5年度総会および諸会議について 
（２）その他 

1814 
 
 
 
 

 

5. 4.14 
 

１ 報告事項 
（1）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）第123回近畿ブロック労働委員会連絡協議会の議題について 
（２）令和5年度月例労働相談担当委員について 
（３）不当労働行為審査およびあっせん調整時等のマスクの着用に係る取   
   扱いについて 
（４）年間事件取扱状況報告について 
（５）その他 

1815 5. 4.28 
 

１ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）令和5年度第1回滋賀県労働委員会委員研究会（5/19）の開催につい 
   て 
（２）第123回近畿ブロック労働委員会連絡協議会の議題関連事項につい  
   て 
（３）その他 

1816 5. 5.12 １ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）月例労働相談（４月分）に係る概要報告について 
（２）第123回近畿ブロック労働委員会連絡協議会の提案議題回答方針等

について 
（３）10月労働相談会実施要領（案）について 
（４）その他 

1817 5. 5.26 １ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）第123回近畿ブロック労働委員会連絡協議会について 
（２）10月労働相談会実施会場の変更について 
（３）その他 

1818 5. 6.12 １ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和５年（個）第１号 
（２）争議の実情調査について 
２ その他 
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（１）第123回近畿ブロック労働委員会連絡協議会の概要について 
（２）月例労働相談（５月分）に係る概要について 
（３）その他 

1819 5. 6.23 １ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和５年（個）第１号 
（２）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）近畿ブロック労働委員会労働者側委員連絡会議第55回総会・研究会

の概要について 
（２）全国労働委員会事務局長連絡会議の概要について 
（３）その他 

1820 5. 7.14 １ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）全国労働委員会会長連絡会議の概要について 
（２）月例労働相談（６月分）に係る概要報告について 
（３）第2回委員会研究会について 
（４）その他 

1821 5. 7.28 
 

１ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）労働委員会事務局職員個別紛争専門研修の概要について 
（２）労働条件実態調査（令和４年版）について 
（３）その他 

1822 ５.８.10 
 

１ その他 
（１）月例労働相談（７月分）に係る概要報告について 
（２）電話労働相談（第１四半期）の取扱状況について 
（３）本監査の結果概要報告について 
（４）その他 

1823 5. 8.25 
 

１ その他 
（１）第２回委員会研究会（企業訪問）について 
（２）最近の労働問題に関する情報提供に基づく意見交換について 
（３）その他 

委員会 
協議会 

5. 9. 8 
 

１ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）月例労働相談（８月分）に係る概要報告について 
（２）10月労働相談会について 
（３）令和4年度個別紛争解決制度の施行状況について 
（４）第78回全国労働委員会連絡協議会総会について 
（５）その他 

1824 5. 9.22 １ 滋賀県労働相談所との意見交換 
２ 付議事項 
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（１）あっせん員候補者の解任について 
３ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
４ その他 
（１）その他 

1825 5.10.13 １ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）10月労働相談会（10/6開催分）の概要報告について 
（２）最近の労働問題に関する情報提供に基づく意見交換について 
（３）その他 

1826 5.10.27 １ 報告事項 
（１）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）10月労働相談会（10/7,10/15開催分）の概要について 
（２）令和5年度第1回労使関係セミナーin大阪（10/11）の概要について 
（３）第78回全国労働委員会連絡協議会総会(11/9,11/10 )について 
（４）その他 

1827 5.11.13 １ 付議事項 
（１）あっせん員候補者の委嘱について 
２ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和５年（調）第２号 
（２）争議の実情調査について 
３ その他 
（１）近畿ブロック労働委員会会長・事務局長連絡会議の概要について 
（２）その他 

1828 5.11.24 １ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和５年（調）第２号 
  イ 令和５年（調）第３号 
（２）争議の実情調査について 
２ その他 
（１）10月労働相談会（10/24,10/27開催分）の概要について 
（２）第3回委員会研究会の開催について 
（３）その他 

1829 5.12. 8 １ 協議事項 
（１）滋賀県労働委員会総会に関する申合せ改正（案）について 
２ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和５年（調）第２号 
  イ 令和５年（調）第３号 
（２）争議の実情調査について 
３ その他 
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（１）その他 

1830 5.12.22 １ 付議事項 
（１）あっせん員候補者の解任について 
２ 協議事項 
（１）滋賀県労働委員会総会に関する申合せ改正（案）について 
３ 報告事項 
（１）あっせんについて 
  ア 令和５年（調）第２号 
  イ 令和５年（調）第３号 
（２）争議の実情調査について 
４ その他 
（１）第78回全国労働委員会連絡協議会総会の概要報告について 
（２）その他 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
３ 公益委員会議 

開催回数 期 日 付議事項および協議事項 
第1586回 令和5.1.16 １ 協議事項 

（１）第140回近畿ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題について 
1587 5.1.27 １ 付議事項 

（１）労働組合資格審査について（委員推薦） 
  ア 令和５年（資）第１号 
  イ 令和５年（資）第２号 
  ウ 令和５年（資）第３号 

1588 5.11.24 １ 協議事項 
（１）第141回近畿ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題について 

1589 5. 12. 8 １ 付議事項  
（１）労働組合資格審査について（委員推薦） 
   ア 令和５年（資）第４号 
２ 協議事項 
（１）第141回近畿ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題について 

 
 
 
 
 



- 11 - 

４ 研究会 
開催回数 期 日 内 容 

第69回 令和5. 2. 7  

労使関係セミナーin滋賀 
人口減少社会における労働問題を考察する 
（講師：関西外国語大学外国語学部教授 

和歌山県労働委員会公益委員 小嶌 典朗 
神戸大学大学院法学研究科教授 
兵庫県労働委員会公益委員  大内 伸哉） 

70 5. 5.19 
講演：最近の法改正について 
（講師：滋賀労働局 雇用環境・均等室 職員） 

71 5 9.15 企業訪問：電気硝子ユニバーサポート株式会社  

72 5.12.15 
講演：物流業界における2024年問題について 
（講師：全日本交通運輸産業労働組合協議会 事務局長 慶島 譲治） 

 
 
５ 労働相談会 
（１）月例労働相談 

期 日 場 所 
相談員（委員） 

事務局 
公益 労働者 使用者 

令和5. 1.27 委員会室 圡井会長代理 大西委員 中作委員 島主事 
5. 2.24 〃 中委員 大西委員 森本委員 寉田主任主事 
5. 4.28  田会長 白﨑委員 北川委員 麻野主事 
5. 5.26 〃 圡井会長代理 大西委員 寺田委員 森次長 
5. 6.23 〃 奥田委員 白﨑委員 富田委員 田中副主幹 
5. 7.28 〃 中岡委員 大西委員 中作委員 寉田主査 
5. 8.25 〃 中委員 白﨑委員 富田委員 羽山主任主事 
5.12.22 〃 中岡委員 池内委員 森本委員 寉田主査 

相談件数：１１件（３月、９月、11月については、相談日を設けたが相談実績なし。） 
 
 

（２）労働相談会（10月の「個別労働紛争処理制度」周知月間に合わせて開催） 

期 日 場 所 
相談員（委員） 

事務局 
公益 労働者 使用者 

令和5.10. 6 大津市 中委員 白﨑委員 森本委員 森次長 

5.10. 8 彦根市 田委員 白木委員 北川委員 
寉田主査 
麻野主事 

5.10.16 近江八幡市 奥田委員 大西委員 北川委員 
田中副主幹 
麻野主事 

5.10.24 草津市 中岡委員 池内委員 寺田委員 
寉田主査 

羽山主任主事 

5.10.27 大津市 圡井会長代理 白﨑委員 中作委員 
田中副主幹 
麻野主事 

相談件数：８件 
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６ 委員会連絡会議 
（１）全国労働委員会会長連絡会議 

期 日  令和５年６月９日 
場 所  茨城県水戸市 
講 演  「パワーハラスメント対策について」 
議 題 

① 不当労働行為審査（調査）におけるウェブ会議の利用について 
 
（２）第7８回全国労働委員会連絡協議会総会 

期 日  令和５年11月９日～10日 
場 所  東京都文京区 
講 演  「フリーランスに対する法政策：労働法・独禁法・フリーランス法と労働委員会」 
議 題 

① 個別あっせんにおける工夫・配慮、スキル向上の取組について 
② 労働基準法と密接に関連すると思われる調整事件の取扱いについて 

    ③ 労働組合法第18条に基づく労働協約の地域的拡張適用について 
 
（３）第140回近畿ブロック労働委員会公益委員連絡会議 

期 日  令和５年１月23日 
方 法  Web開催 
議 題 

① 使用者がオンライン方式でしか団体交渉に応じないとしたことが、不当労働行為に当たるか否          
かについて －大阪府労委－ 

② 組合等に損害賠償請求をしたことは不当労働行為に当たるか否かについて －大阪府労委－ 
③ 業務請負契約締結者の労働組合法上の労働者性について －大阪府労委－ 

 
（４）近畿ブロック労働委員会労働者側委員連絡会議 

ア 第55回総会・研究会 
期 日  令和５年５月15日 
場 所  大阪府大阪市 
議 題 

① 総会 
ア 2022年度経過報告、各府県労委活動報告、会計報告・会計監査報告 
イ 2023度活動方針(案)、予算(案)、役員体制(案)、諸活動について(案) 

② 研究会 
講演：「AIは労働と労働紛争をどう変えるか」 

 

イ 命令研究会 
期 日  令和５年11月21日 
場 所   大阪府大阪市 
講 演  「フリーランスの労働者性について」 
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（５）第123回近畿ブロック労働委員会連絡協議会 
期 日  令和５年６月１日 
場 所   滋賀県大津市 
議 題 

① 迅速な審理の在り方について －大阪府労委－ 
② あっせんにおける一方の当事者から事前に提出された資料の取扱いについて  

－滋賀県労委－ 
    ③ 女性委員が参画しやすい労働委員会の環境整備について －滋賀県労委－ 
   報 告 
    ① 労働委員会在り方・ビジョン検討小委員会での検討状況について －奈良県労委－ 
 
（６）近畿ブロック労働委員会会長連絡会議 

期 日  令和５年10月19日 
場 所   和歌山県和歌山市 
議 題 

① 令和６年度近畿ブロック労働委員会の諸会議開催計画について 
② 調査期日における主張整理の方法について －大阪府労委－ 
③ 不当労働行為事件における労働委員会の救済命令を使用者が履行しない場合の対応について 
  －和歌山県労委－ 

    
７ 事務局連絡会議 
（１）全国労働委員会事務局長連絡会議 

期 日  令和５年６月８日 
場 所  茨城県水戸市 
議 事   

①  審査概況等について 
② 調整事件等の概況について 
③ その他 

   議 題   
① 今後の労働委員会における個別労働紛争解決業務の位置づけについて 

 
（２）近畿ブロック労働委員会事務局長連絡会議 

期 日   令和５年10月19日 
場 所   和歌山県和歌山市 
議 題 

① 令和６年度近畿ブロック労働委員会の諸会議開催計画について 
② 労働委員会における業務の効率化やDXの推進について 
 

（３）全国労働委員会事務局審査主管課長会議 
期 日  令和５年10月30日 
場 所   東京都港区 
議 題 

① 履行確認（労委規則45条２項）について 
② 研修制度について 
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③ 労働委員会事務局における人材確保・育成について 
   報 告 

①  救済命令取消訴訟における指定代理人制度について等 
 
（４）全国労働委員会事務局調整主管課長会議 

期 日   令和5年10月31日 
場 所  東京都港区 
報 告 

① 労働争議調整事件 －山梨県労委－ 
② 個別労働紛争事件 －福井県労委－ 

 
（５）近畿ブロック労働委員会事務局課長会議 

平成30年度以降休止 
 
８ 業務運営状況調査 
   令和２年以降休止 
 
９ 審問見学 
   令和２年以降休止 
 
 
10 講座等 
（１）大学への出前講座 

期日 場所 講師 出席者 
令和5. 4.26 

（連合滋賀寄付講座） 
滋賀大学 

労働者委員、 
事務局職員 

経済学部１～４年生 

5. 6.21 (短大) 
5. 7. 5(四年制) 

びわこ学院大学 事務局職員 
短期大学部２年生 

教育福祉学部３年生 
 
（２）高等学校への出前講座 

期日 場所 講師 出席者 
令和5. 1.16  鳥居本養護学校 事務局職員 高等部１～３年生 

5. 3.17  彦根工業高等学校(定時制) 〃 １～３年生 
5.10.16 八幡商業高等学校 〃 ３年生 
5.11.15 堅田高等学校 〃 ３年生 
5.11.22 瀬田工業高等学校（定時制） 〃 １、2年生 
5.11.29 瀬田工業高等学校（定時制） 〃 ３、４年生 
5.12.15 長浜北星高等学校（定時制） 〃 １～４年生 
5.12.18 滋賀学園高等学校 〃 ３年生 

 
（３）その他団体等への出前講座 

期日 場所 講師 出席者 
令和5.8.31 NPO法人四つ葉のクローバー 事務局職員 入居する学生等 
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11 研修 
（１）経営労働フォーラム2023 

期 日  令和５年２月２日 
場 所  滋賀県草津市 
内 容 

① 解説：2023年版連合白書について 
② 解説：2023年版経営労働政策特別委員会報告について 

 
（２）公労使委員個別紛争専門研修 

期 日  令和５年12月１日～２日 
場 所  東京都千代田区 
内 容 

① 裁判例の動向 
② 「個別紛争処理の経験が豊かな都道府県労働委員会におけるあっせんの成功・失敗事例」 
③ 「労働関係法令の改正等の動向」 
④ スキル、ノウハウ、経験等に係る情報交換 
 

（３）労使関係セミナー 
  ア 令和４年度 第３回 

期 日  令和５年２月７日 
場 所  滋賀県大津市 
内 容 

① 「人口減少社会における労働問題を考える」 
② 「労働力人口減少時代における－デジタル化の展望と課題－」 

  イ 令和４年度 第４回 
   期 日  令和５年３月３日 

場 所  大阪市 
内 容 

「ジョブ型雇用をめぐる法的課題」 

  イ 令和５年度 第１回 
期 日  令和５年10月11日 
場 所  大阪府大阪市 
内 容 

① 「運輸業における職場環境の向上について－トラック運転者を中心に－」 
② 「自動車運転業務の労働環境・健康障害等について」 
③ パネルディスカッション 

  ウ 令和５年度 第２回 
期 日  令和５年12月21日 
場 所  奈良県奈良市 
内 容 

① 奈良県労働委員会の取組紹介 
② 事例発表 
③ 講演：「フリーランスの労働者性」 
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（５）研修・啓発小委員会 
期 日  令和５年２月９日 
     令和５年４月14日 
     令和５年５月26日 
     令和５年６月21日 
     令和５年８月10日 
     令和５年10月13日 
内 容   労働委員会委員および事務局職員の資質の向上や労働委員会の活動に係る情報発信

等を体系的に推進するため、平成29年度から開催している。 
令和５年度のテーマは、①最近の法改正、②高齢者雇用または障害者雇用、③2024年

問題、④LGBT等性の多様性である。 
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第２節 事件取扱概況 

当委員会における令和５年の事件取扱概況は第１表のとおりであった。 
 
第１表 事件取扱概況 （注）右欄の数字は、実数中に含まれている前年からの繰越件数を表す。

年 
事件区分 令和元 ２ 3 4 5 

労
働
組
合 

資
格
審
査 

不当労働行為救済申立てのため   1  １ 1     
法人登記のため   1    1    
委員推薦のため ４  2  4    4  

総会の決議によるもの           
計 ４  ４  5 1 1  4  

不
当
労
働
行
為
事
件
審
査 

労組法７条１号該当   1        
労組法７条２号該当   1  １ 1     
労組法７条３号該当           
労組法７条４号該当           

労組法７条１・２号該当           
労組法７条１・３号該当           
労組法７条１・４号該当           
労組法７条２・３号該当           

労組法７条１・２・３号該当           
計   2  1 1     

争
議
の 

調
整 

集団的労使紛争あっせん 2  3  1  2  4 1 
調         停   1        
仲         裁           

計 2  4  1  2  4 1 
個別的労使紛争あっせん 7  8 1 ８ １ ８ １ １  

争議の実情調査 22 ４ 23 ４ 20  23 5 22 ６ 
地公労法の認定・告示           

行政訴訟事件           
     

第２表 月別事件取扱件数状況 
月 

事件区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 計 

労働組合 
資格審査 

新規係属件数 3           1 4 
前月からの繰越し             － 

取扱件数 3           1 － 
不当労働 
行為事件 

審査 

新規係属件数             ０ 
前月からの繰越し             － 

取扱件数              － 
集団的 

労使紛争 
あっせん 

新規係属件数  1         2  3 
前月からの繰越し １ １ 1         2 － 

取扱件数 １ 2 1        2 2 － 
個別的 

労使紛争 
あっせん 

新規係属件数     1         1 
前月からの繰越し      1        － 

取扱件数     1 1       － 

争議の 
実情調査 

新規係属件数  4 2     3 1 ４ 2  16  
前月からの繰越し 6 6 9 7 6 6 2  ３ 2 6 8 － 

取扱件数 6 10 11 7 6 6 2 3 4 6 8 8 － 

地公労法の 
認定・告示 

新規係属件数             ０ 
前月からの繰越し             － 

取扱件数             － 

行政訴訟 
事件 

新規係属件数             ０ 
前月からの繰越し             － 

取扱件数             － 
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第３表 地域別事件係属状況 
地域 

事件区分 湖南 湖東 湖北 湖西 県外 計 
労働組合資格審査 3    1     4  

不当労働行為事件審査            
集団的労使紛争あっせん 2  ２ 1      ４ 1 
個別的労使紛争あっせん   １       1  

争議の実情調査 17 ５ 3 1 ２     22 6 
地公労法の認定・告示            

行政訴訟事件            
（注）・右欄の数字は、実数中に含まれている前年からの繰越件数を表す。 

・地域別表示は、次のとおりである。 
湖南 大津市、草津市、守山市、栗東市、野洲市、湖南市、甲賀市 
湖東 近江八幡市、東近江市、彦根市、蒲生郡、愛知郡、犬上郡 
湖北 長浜市、米原市 
湖西 高島市 

     
第４表 企業規模別状況 ・右欄の数字は、実数中に含まれている前年からの繰越件数を表す。  

規模 
事件区分 ９人以下 10～ 

49人 
50～ 
99人 

100～ 
299人 

300～ 
499人 

500人 
以上 計 

労働組合資格審査   １    3      4  
不当労働行為事件審査               

集団的労使紛争あっせん   １  １  １ １   １  ４ 1 
個別的労使紛争あっせん         １    １  

争議の実情調査   6 3 5 1 ３  6 2 2  22 6 
地公労法の認定・告示               

行政訴訟事件               
（注）・労働組合資格審査については、連合団体および合同労組に係るものを含まない。 

・右欄の数字は、実数中に含まれている前年からの繰越件数を表す。 
     

第５表 業種別状況 
業種 

 
 
 
 
事件区分 

農
業
・
林
業 

漁
業 

鉱
業
・
採
石
業
・ 

砂
利
採
取
業 

建
設
業 

製
造
業 

電
気
・
ガ
ス
・ 

熱
供
給
・
水
道
業 

情
報
通
信
業 

運
輸
業
・
郵
便
業 

卸
売
業
・
小
売
業 

金
融
業
・
保
険
業 

不
動
産
業
・ 

物
品
賃
貸
業 

学
術
研
究
・
専
門 

技
術

業 

宿
泊
業
・
飲
食 業 

生
活
関
連

 

業
・
娯
楽
業 

教
育
・
学
習
支
援
業 

医
療
・
福
祉 

複
合

事
業 

業 

︵
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
︶ 

公
務 計 

労働組合 
資格審査 

    ３   １            4 
                    

不当労働行為 
事件審査 

                    
                    

集団的労使紛争 
あっせん 

    １          1 ２    4 
              1     1 

個別的労使紛争 
あっせん 

      1             １ 
                    

争議の 
実情調査 

       ２        20    22 
               6    6 

地公労法の 
認定・告示 

                    
                    

行政訴訟 
事件 

                    
                    

（注）・下段の数字は、実数中に含まれている前年からの繰越件数を表す。 
・労働組合資格審査については、連合団体および合同労組に係るものを含まない。 
・業種は日本標準産業分類大分類に準拠する。 
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第３節 審   査 

１ 不当労働行為事件審査 
（１）概  況 

令和５年に、当委員会が取り扱った不当労働行為審査事件はなかった。 
最近10年間の年別取扱件数は下表のとおりである。 

 
年別事件取扱件数表 （注）下段の数字は実数中に含まれる前年からの繰越件数を表す。 

年 
区分 

平成26 27 28 29 30 令和元 ２ ３ ４ ５ 

申立件数 １ ５ ３ １ ０ ０ ２ ０ ０ ０ 

取扱件数 
３ ７ ４ ２ ０ ０ ２ １ ０ ０ 
２ ２ １ １ ０ ０ ０ １ ０ ０ 

 
 
（２）審査の期間の目標の達成状況 

対象なし 
 
（３）取扱事件一覧表 

対象なし 
 

（４）事件の概要 
対象なし 

 
（５）再審査申立事件の概要 

対象なし 
  

（６）行政訴訟事件の概要 
対象なし 
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２ 労働組合資格審査 
（１）概  況 

ア 取扱状況 
 令和５年における労働組合資格審査の取扱件数は４件であり、いずれも委員推薦のためのもので
あった。不当労働行為救済申立ておよび法人登記のためのものならびに総会の決議によるものはな
かった。 
 不当労働行為救済申立てのためとは、労働組合が不当労働行為救済申立てを行う際に申請される
ものであり、委員推薦のためとは、労働委員会の労働者委員の候補者を推薦しようとする労働組合
から申請されるものである。法人登記のためとは、労働組合が組合財産の明確化や保護、または所
得税法上の優遇措置等の効果を得るため、法人格を取得する際に申請されるものである。また、総
会の決議によるものとは、労働組合法以外の法律で資格審査が必要と定められているため、労働組
合が資格審査証明を申請した場合に、総会の決議により行われるものであり、具体的には労働組合
が無料の職業紹介事業を行う場合（職業安定法第33条第２項）と無料の労働者供給事業を行う場合
（職業安定法第45条、同法施行規則第32条）がある。 
 
年別申請理由別取扱件数表       （注）下段の数字は実数中に含まれる前年からの繰越件数を表す。

年 
申請理由 平成26 27 28 29 30 令和元 ２ ３ 4 5 

不 当 労 働 行 為 
救 済 申 立 て 

３ ４ ５ １ ０ ０ １ １ 0 0 
２ １ １ １ ０ ０ ０ 1 0 0 

法 人 登 記 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 0 1 0 

委 員 推 薦 
１ ７ ２ ８ ２ ４ ２ 4 0 4 
０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ 0 

総 会 の 決 議 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 0 

計 
４ 11 ７ ９ ２ ４ ４ 5 1 4 
２ １ １ １ １ ０ ０ 1 0 0 

 

イ 終結状況 
審査の結果、労働組合法に適合すると認められたものは４件である。 
 

終結状況表 
結果 

申請理由 適合 不適合 取下げ 打切り 次年繰越
し 計 

不 当 労 働 行 為 
救 済 申 立 て ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

法 人 登 記 0 ０ ０ ０ ０ 0 

委 員 推 薦 4 ０ ０ ０ ０ 4 

総 会 の 決 議 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 4 ０ ０ ０ ０ 4 
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（２）資格審査一覧表 

（注）従業員数および組合員数は、資格審査申請時点の数字である。 

番号 労 働 組 合 名 従業員数 組合員数 申請理由 申  請 
年月日 

決 定 
年月日 結果 

５ 
・ 
１ 

ＵＡゼンセン 
近江ベルベット労働組合 34  16  委員推薦 5.1.12  5.1.27 適合 

５ 
・ 
２ 

ショット日本労働組合 220  116  委員推薦 5.1.12 5.1.27 適合 

５ 
・ 
３ 

江若交通労働組合 220  100  委員推薦 5.1.13 5.1.27 適合 

５ 
・ 
４ 

山科精器労働組合 127  78  委員推薦 5.12.1 5.12.8 適合 
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第４節 調   整 
 
（１）概  況 

①事件数 
令和５年に取り扱った調整事件数は、集団的労使紛争については、あっせんが４件であり、調停およ

び仲裁はなかった。個別的労使紛争については、あっせんが１件であった。 
最近10年間の年別取扱件数は下表のとおりである。 

 
年別事件取扱件数表 （注）下段の数字は、実数中に含まれる前年からの繰越件数を表す。

年 
区分 平成26 27 28 29 30 

31 
令和元

て 

令和２ ３ ４ ５ 

取扱総件数 4 13 9 ９ 17 9 12 9 10 ５ 
０ 1 0 1 １ 0 1 １ １ １ 

集
団
的 

労
使
紛
争 

あっせん 
２ 5 2 3 4 2 3 1 2 ４ 
０ 0 0 ０ 1 0 ０ ０ ０ １ 

調  停 ０ 0 0 ０ ０ ０ 1 0 ０ ０ 
仲  裁 ０ 0 0 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

個別的労使紛争 
のあっせん 

2 8 7 6 13 7 8 ８ ８ １ 
０ 1 0 1 0 ０ 1 1 １ ０ 

 
②取扱結果 

ア 集団的労使紛争 
 令和５年に係属した４件のうち、２件は終結し、２件は翌年に繰り越した。 

年 
結果 令和元 ２ ３ 4 ５ 

取扱件数 ２ ４ １ ２ ４ 

終
結 

解 決 ０ １ ０ １ ２ 
取下げ ０ ２ １ ０ ０ 
不開始 ０ ０ ０ ０ ０ 
打切り ２ １ ０ ０ ０ 

翌年繰越し ０ ０ ０ １ ２ 
 
イ 個別的労使紛争のあっせん 

令和５年に係属した１件は、当年内に終結した。 
年 

結果 令和元 ２ ３ ４ ５ 

取扱件数 ７ ８ ８ ８ １ 
０ １ １ １ ０ 

終
結 

解 決 
１ ０ １ ５ ０ 
０ ０ ０ ０ ０ 

取下げ ０ ４ ２ １ ０ 
不開始 ０ ０ ０ ０ ０ 

打切り ５ ３ ４ ２ １ 
０ １ １ １ ０ 

翌年繰越し １ １ １ ０ ０ 
（注）下段の数字は、実数中に含まれる前年からの繰越件数を表す。 
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③調整事項の状況 

新規係属事件の調整事項別状況は次のとおりである。なお、１つの係属事件に調整事項が複数含まれ
る場合があるため、調整事項の総計と新規係属事件数は一致しない。 

 
ア 集団的労使紛争 

年 
調整事項 令和元 ２ ３ ４ ５ 

組合活動・労働協約  １   １ 

 
ａ 組合承認・組合活動  １   1 
ｂ 協定締結・全面改定      
ｃ 協定効力・解釈      

賃金等  ３ ２ 1 ３ 

 

ｄ 賃金増額  １ １  1 
ｅ 一時金  １    
ｆ 諸手当    1 1 
ｇ その他賃金に関するもの     1 
ｈ 退職一時金・年金  １ １   
ｉ 解雇手当・休業手当      

給与以外の労働条件      

 

ｊ 労働時間      
ｋ 休日・休暇      
ｌ 作業方法の変更      
ｍ 定年制      
ｎ その他の労働条件      

経営または人事  １ １ 1 １ 

 

ｏ 事業休廃止・事業縮小      
ｐ 企業合併・営業譲渡      
ｑ 人員整理      
ｒ 配置転換      
ｓ 解雇  １   1 
ｔ その他の経営・人事   １ 1  

福利厚生      
 ｕ 福利厚生      
団体交渉等 １ ２   １ 

 
ｖ 団交促進 １ ２   １ 
ｗ 事前協議制      

その他 ２   2 １ 
 ｘ その他 ２   2 １ 

総計 ３ ７ ３ 4 ７ 
新規係属事件数 ２ ４ １ 2 ３ 
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イ 個別的労使紛争 

年 
調整事項 令和元 ２ ３ ４ ５ 

経営または人事 ４ ５ ２ ４  

 

ア 解雇 １ １ １ ２  
イ 配置転換・出向・転籍 ２ １  １  
ウ 復職 １ １    
エ 懲戒処分  １    
オ 退職      
カ 勤務延長・再雇用  １ １   
キ その他経営または人事    １  

賃金等  １ ４ 4  

 

ク 賃金未払い  １ ２ １  
ケ 賃金増額      
コ 賃金減額   １   
サ 一時金      
シ 退職一時金      
ス 解雇手当   １   
セ 休業手当    １  
ソ 諸手当    ２  
タ その他賃金      
チ 年金（企業年金・厚生年金等）      

労働条件等  ５ ４ ３  

 

ツ 労働契約  ２  ２  
テ 労働時間   １   
ト 休日・休暇      
ナ 年次有給休暇  １    
ニ 育児休業・介護休業  １    
ヌ 時間外労働      
ネ 安全・衛生  １    
ノ 福利厚生制度      
ハ 社会保険      
ヒ 労働保険      
フ その他の労働条件等   ３ １  

職場の人間関係 ５ ６ ４ ２ １ 

 
ヘ セクハラ  １    
ホ パワハラ・嫌がらせ ５ ５ ４ ２ １ 

その他 １  １ １ １ 
 マ その他 １  １ １ １ 

総計 10 17 15 14 ２ 
新規係属事件数 ７ ７ ７ 7 １ 
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（２）取扱事件一覧表 
 

①集団的労使紛争 
番  号 656 657 
事件番号 令和４（調）第２号 令和５（調）第１号 
調整区分 あっせん あっせん 

当
事
者 

申 請 者 Ａ労働組合 B労働組合 
相 手 方 Ａ学校法人 B病院 

事業内容 教育・学習支援業 医療業 
従業員数 100人～299人 1,000人～4,999人 

争議参加人員 
（組合員数） ６人  300人～499人 

争議行為の状況 なし あり 
調整事項 

 
組合要求資料の早期開示、経営責任を負う
役職者の団体交渉への参加、団体交渉内容
確認書への署名押印 

新賃金制度導入に伴う新賃金表への適正な
格付け 

労働者側主張 団体交渉において、一部の部門の縮小廃
止に係る今後の雇用計画や収支改善計画
に関する資料開示を要求しているが、法人
側はできるだけ早い段階で作成し開示す
るとしながら、具体的な開示予定も示そう
としない。 

法人は団体交渉には応じるものの、交渉
権限を委任されたとする総務部長が出席
するのみで、その場で明確な回答を得られ
ることがないため、経営責任を負う役職者
の団体交渉への出席を求める。 

団体交渉後に、交渉内容の確認のために
労使双方が署名押印した文書を作成した
いが、法人はそれに応じようとしない。 

 一定の経験年数を経た職員は主任級の格
付け基準を満たすといえる。そのため、上司
からの推薦は必要ではなく、経験年数により
格付けを行うべきである。 
 また、主任級が係長級候補であるとすれ
ば、主任級の人数は係長級の人数より多いも
のでなければならない。 

新賃金制度導入により生涯賃金が減額さ
れるのであるから、職員の負担を少しでも軽
減するため、手当が支給される主任級につい
ては、できる限り多くの職員を格付けるべき
である。 

使用者側主張 組合の要求する雇用計画や収支改善計
画の資料は今後作成していくものであり、
現段階で組合側に示すことは困難である。 

これまでの団体交渉では、一部の部門の
縮小廃止に伴う雇用予定に関し十分な話
し合いができず、今後の団交で実質的な内
容を話し合い、その中で決定できるような
事項があれば、事務局長や理事長が出席す
ることもある。 

現時点では、いわば交渉の前段階の話を
団交で行っている状態であり、まだ押印す
るような決定事項はなく、組合と法人がそ
れぞれ団体交渉の記録として残しておけ
ばよいだけのことと考えている。 

 職員を格付けるにあたっては予め定めた
基準があり、主任級に格付ける際には、基準
を満たす者を上司が推薦することとしてい
る。主任級の職員は係長級候補であり、経験
年数のみでは格付けを行うことができない
ため、上司の推薦を必要とする取り扱いをし
ている。もっとも、主任級の職員についての
人数制限はなく、主任級の基準に達していれ
ば、格付けることができる。 

さらに、在職している職員で賃金が減額と
なる者については、一定期間、経過措置を設
け、減額分を補填することとしている。 

申請年月日 令和４年12月26日 令和５年２月28日 
終結年月日 令和５年２月27日 令和５年３月24日 
結  果 解決 解決 
終結要旨 双方があっせん案を受諾した。 双方があっせん案を受諾した。 

調整担当員 圡井裕明(公)、池内正博(労)、中作佳正(使) 圡井裕明(公)、白木宏司(労)、森本勝(使) 
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 658 659 
事件番号 令和５（調）第２号 令和５（調）第３号 
調整区分 あっせん あっせん 

当
事
者 

申 請 者 Ｃ労働組合 Dユニオン 
相 手 方 Ｃ株式会社 社会福祉法人D 

事業内容 製造業 医療，福祉 
従業員数 12人 50人～99人 

争議参加人員 
（組合員数） １人  39人 

争議行為の状況 なし なし 
調整事項 

 
団体交渉の促進 住居手当の支給 

労働者側主張 組合員Ｘは、会社の経営合理化により一
旦退職した後、日々雇用労働者として引き
続き会社に雇用されていた｡また会社は組
合の上部団体Ｙが行う労働者供給事業か
らも日々雇用労働者を受け入れていた｡ 

ところが､Ｙの組合員と会社側役員が共
に関与した刑事事件の発生を機に、会社は
Ｘの雇用を打ち切り、またＹからの日々雇
用労働者の受入れも停止した。 

このため、Ｘの再雇用と、Ｙからの日々
雇用労働者の受入れ再開等を求め、会社に
対し団体交渉を申し入れたが、会社側は団
交に応じようとしない。 

 

法人は、住居手当の廃止にかかる説明会にお
いて、その経過措置として、既に入職している職
員については、従前のどおり住居手当を支給す
ることを説明した。 

しかし、その後変更された就業規則では、住居
手当が支給されるのは廃止前に既に手当が支給
されていた職員のみに限られることになってお
り、説明会の内容と一致していない。 

法人はこのことを職員に改めて説明をしない
まま、一方的に就業規則の内容を変更した。法人
は説明会での約束の通り住居手当を支給すべき
である。 

使用者側主張 当社の就業規則により65歳以上の者は
危険運転回避のため、雇用形態にかかわら
ず運転業務に就労させることはない。Ｘは
既に65歳に達しており、現時点においてＸ
を雇い入れることはない。 

過去にＹに対し日々雇用労働者の供給
を個別に依頼したかもしれないが、継続的
な労働者供給事業に係る協約を締結した
事実もなく、協定書も存在しない。 

そもそも現在申請者の組合員は当社に
はおらず、労働組合も存在していない。 

申請者の要求内容は当社従業員に係る
個別の労働条件に関する事項には該当し
ない。 

説明会資料の内容と変更後の就業規則の内容
が異なることを職員から指摘され、その時に初
めて説明会資料が誤っていたことに気づいた。
そのため、説明会では変更後の就業規則の内容
を伝えたとそれまで認識していた。 

また、変更後の就業規則は職員全員に配付し
ており、職員がいつでも閲覧可能な場所に設置
している。さらに、誤りの判明後は職員に謝罪
し、住居手当については変更後の就業規則の通
りであることを伝えたが、特に異議等を述べる
者はいなかった。 
今更住居手当の取り扱いを変更することはでき
ない。 

申請年月日 令和５年11月６日 令和５年11月17日 
終結年月日 係属中 係属中 
結  果 － － 
終結要旨 － － 

調整担当員 奥田香子(公)、太西省三(労)、北川鉄樹(使) 田和宏(公)、白﨑直樹(労)、寺田美弥子(使) 
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②個別的労使紛争 
 

番  号 個113 
事件番号 令和５年（個）第１号 

当
事
者 

申請者 被申請者従業員 
相手方 株式会社Ａ 

事業内容 情報通信業 
従業員数 300～499人 
雇用形態 正社員 
調整事項 パワハラ、嫌がらせ等について 

労働者側主張  A社で働く一方で、入社前からボランテ
ィア団体等の社外での活動にも無報酬で
関わっていた。しかし入社後に、社外団体
での活動は同業他社との兼業行為になる
から止めるよう言われる等、私的活動に対
する干渉を受けるようになった。 
 また、ミスをするたびに上司や先輩社員
から怒鳴られ、徐々に任される仕事が減っ
ていき、最終的には掃除等の単純業務しか
させてもらえなくなった。 

そのため会社を退職したが、パワハラ等
によりA社から受けた精神的苦痛に対する
慰謝料や休業補償の支払いを求める。 

使用者側主張  同業他社で活動することは会社として
許可できない。 

申請者には部内の業務もひと通りさせ
てみたが、その度に苦手だと主張する仕事
が増えていき、結果的に掃除等の単純業務
しか残らなかった。 

配置転換についても考えたが、組織形態
等の理由から、他部署はよりフォローが困
難となることが考えられ、現在の部署が最
適な環境であると判断した。 

また、申請者に対して強く注意すること
はあったが、怒鳴ることはしていない。パ
ワハラについても確認できなかった。 

会社としては申請者には十分対応して
きたと考えている。 
 

申請年月日 令和５年５月25日 
終結年月日 令和５年６月20日 
結  果 打切り 
終結要旨 使用者があっせんを辞退したため打ち切

った。 
あっせん員 中岡研二 (公) 
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第５節 争議の実情調査 

（１）概 況 
労働争議の実情調査は、労働争議が発生した場合に、必要に応じてその実態を的確に把握し、調査の

段階で適当な示唆・助言等を与えることにより、争議の早期解決を図るため、また、労働委員会が職権
あっせん等を行う必要性の有無について判断するため、実施するものである。 

特に公益事業については、争議行為を予定する日の10日前までに、労働委員会および知事に対してそ
の旨の予告通知を行うことが義務づけられており、この予告通知に基づいて直ちに調査を実施し、また、
一般事業の場合でも地域社会に影響を及ぼす特異な争議などについては実施している。 

令和５年における実情調査は、前年からの繰越しが６件、新規調査件数が16件であった。調査の対象
は医療業20件、道路旅客運送業１件、道路貨物運送業１件で、いずれも公益事業であり、争議行為予告
通知を受けて調査を開始した。 
（注）・争議行為が行われる事業所ごとに１件として集計した。 

・春季要求が終結せずに秋季要求に引き継ぐ場合は１件として集計した。 
 

ア 月別取扱状況 
月 

区 分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 計 

新規開始件数 ０ ４ ２ ０ ０ 0 ０ ３ 1 4 2 ０ 16 
取扱件数 ６ 10 11 ７ 6 6 2 ３ 4 6 8 8 ― 

 
イ 終結状況 

区 分 解  決 打切り 調整事件へ 
移行 事件の併合 次年繰越し 計 

件 数 10 5 ０ ０ 7 22 
（注）単位組合において争議行為の予定がない場合は、総会で報告した上で調査を打ち切った。 
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（２）実情調査一覧 
番
号 争議名 要求事項 通知先 通知日 争議 

行為 
調査 

終了日 
終結 
状況 

１ ＪＣＨＯ滋賀病院争議 賃上げ等 中労委 4. 9.28 無 5. 2.10 解決 

2 東近江総合医療センター
争議 賃上げ等 中労委 4.10.18 有 5. 3.10 打切り 

３ 膳所診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 4.11. 7 
5. 3. 2 無 5. 6.23 解決 

４ 坂本民主診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 4.11. 7 
5. 3. 2 無 5. 6.23 解決 

５ こびらい生協診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 4.11. 7 
5. 3. 2 無 5. 6.23 解決 

６ こうせい駅前診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 4.11. 7 
5. 3. 2 無 5. 6.23 解決 

７ 大津赤十字病院争議 賃上げ等 中労委、滋賀県労委 
滋賀県労委 

5. 2.22 
5. 5.25 有 5. 7.28 解決 

８ 長浜赤十字病院争議 賃上げ等 中労委 5. 2.22 無 5. 3.10 打切り 

９ 滋賀県赤十字血液センタ
ー争議 賃上げ等 中労委 5. 2.22 無 5. 3.10 打切り 

10 ＪＣＨＯ滋賀病院争議 賃上げ等 中労委 5. 2.24 無 5. 7.14 解決 

11 日通滋賀運輸争議 賃上げ等 中労委 5. 3. 3 無 5. 4.14 解決 

12 江若交通争議 賃上げ等 中労委 5. 3. 6 無 5. 3.24 解決 

13 大津赤十字病院争議 賃上げ等 中労委 
滋賀県労委 

5. 8.28 
5.10.26 有 5.12.22  解決 

14 長浜赤十字病院争議 賃上げ等 中労委 5. 8.28 無 5. 9. 8 打切り 

15 滋賀県赤十字血液センタ
ー争議 賃上げ等 中労委 5. 8.28 無 5. 9. 8 打切り 

16 ＪＣＨＯ滋賀病院争議 賃上げ等 中労委 5. 9.22 ― ― 翌年繰越し 

17 膳所診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 5.10.26 ― ― 翌年繰越し 

18 坂本民主診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 5.10.26 ― ― 翌年繰越し 

19 こびらい生協診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 5.10.26 ― ― 翌年繰越し 

20 こうせい駅前診療所争議 賃上げ等 滋賀県労委 5.10.26 ― ― 翌年繰越し 

21 東近江総合医療センター
争議 賃上げ等 中労委 5.11. 6 ― ― 翌年繰越し 

22 紫香楽病院争議 賃上げ等 中労委 5.11. 6 ― ― 翌年繰越し 
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 第６節 広 報 活 動 

 
次のとおり広報活動を行った。 

 
（１）ホームページ 

労働委員会の業務に対する県民の理解を深め、委員会制度の利用促進を図る目的で、労働委員
会の活動を随時掲載している。 

 
（２）ＳＮＳの活用 

労働委員会に対する県民の認知度を向上させ、委員会制度の利用促進を図る目的で、県公式Ｘ
および県公式Facebook等を利用した情報発信を行っている。 

 
（３）「労働委員会リーフレット」の配布 

労働委員会の業務に対する労使関係者の理解を深め、委員会諸制度の利用促進を図る目的で、
労働委員会の業務や利用手続を記載したリーフレットを配布している。 

 
 (４) 滋賀県労働広報紙『滋賀労働』における「労働委員会だより」の連載 

滋賀県労働広報紙『滋賀労働』に労働委員会業務の紹介記事を連載している。 
665号（３月） 不当労働行為事件のあらまし 
666号（５月） 労使間のトラブルでお困りなら、まずはこちらに相談を！ 
667号（９月） 雇用のトラブルまず相談、次にあっせんを！ 
668号（12月） 無料の出前講座を実施しています！ 

※ 『滋賀労働』は、安定した労使関係の形成と労働者の福祉の向上を図るため、労働関係法規
や労働福祉施策、職業能力開発施策等の情報提供を行う県の広報紙であり、年４回発行されて
いる。発行部数は約4,000部であり、希望先にはメール配信を行っている。また、県ホームペ
ージにおいても公開されている。 

 
（５）月例労働相談の周知・広報 

毎月開催する月例労働相談の周知・広報のため、県内の事業所、労働組合、公共施設、関係機
関等、約4,800箇所に案内チラシを約12,000部配布した。また、労働委員会ホームページや新聞、
県広報誌、テレビの県政情報番組等の広報媒体により紹介した。 

 
（６）無料労働相談会の周知・広報 

10月開催の無料労働相談会の周知・広報のため、県内の事業所、労働組合、公共施設、関係機
関等、約4,700箇所に案内チラシ約7,500部を配布した。また、労働委員会ホームページ、新聞、
相談会開催市広報誌等の広報媒体により紹介した。その他、相談会開催市へ訪問し労働委員会の
活動や労働相談会の紹介を行った。 

 
（７）出前講座における労働委員会の紹介 

出前講座において、労働委員会の業務や利用手続等を紹介した。 


